
 刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関

する条例及び刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公

営に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月３０日 

                  刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第３６号 

刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成 

の公営に関する条例及び刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選 

挙運動用ビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 （刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に

関する条例の一部改正） 

第１条 刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公

営に関する条例（平成６年条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

 （刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関す

る条例の一部改正） 

第２条 刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に

関する条例（平成１９年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第４条及び第５条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の刈谷市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用

ポスターの作成の公営に関する条例及び刈谷市の議会の議員及び長の選挙におけ

る選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後

その期日を告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにそ

の期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



刈谷市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年９月３０日 

          刈谷市長  稲  垣     武 

刈谷市条例第３７号 

刈谷市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条

例 

刈谷市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第１中４の項を削り、５の項を４の項とし、６の項を５の項とし、７の項を

６の項とする。 

別表第２の１の項を削り、同表２の項中「外国人生活保護関係情報」を「生活に

困窮する外国人に対する生活保護の措置について（昭和２９年５月８日付け社発第

３８２号厚生省社会局長通知。以下「昭和２９年社発第３８２号通知」という。）に

基づく外国人（日本の国籍を有しない者をいう。以下同じ。）であって生活に困窮す

るものに係る生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の実施又は就労

自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給の取扱いに準じた事務に関する情

報（以下「外国人生活保護関係情報」という。）」に改め、同項を同表１の項とし、

同表３の項第４号を削り、同項を同表２の項とし、同表４の項を同表３の項とし、

同表５の項第３号を削り、同項を同表４の項とし、同表中６の項を削り、７の項を

５の項とし、８の項から１０の項までを２項ずつ繰り上げ、１１の項を削り、１２

の項を９の項とし、同項の次に次のように加える。 

１０ 市長 災害弔慰金の支給等に関する

法律（昭和４８年法律第８２

号）による災害弔慰金若しくは

災害障害見舞金の支給又は災

害援護資金の貸付けに関する

事務であって規則で定めるも 

中国残留邦人等支援給付関係情

報であって規則で定めるもの 



 の  

別表第２中１３の項及び１４の項を削り、１５の項を１１の項とし、同表１６の

項中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加え、同項を同

表１２の項とする。 

（３）外国人生活保護関係情報であって規則で定めるもの 

別表第２の１７の項第４号を削り、同項を同表１３の項とし、同表中１８の項を

１４の項とし、１９の項を１５の項とし、同項の次に次のように加える。 

１６ 市長 昭和２９年社発第３８２号通

知に基づく外国人であって生

活に困窮するものに係る生活

保護法による保護の決定及び

実施又は徴収金の徴収の取扱

いに準じた事務に関する事務

であって規則で定めるもの 

（１）公営住宅管理関係情報で

あって規則で定めるもの 

（２）老人福祉関係情報であっ

て規則で定めるもの 

（３）賃貸住宅管理関係情報で

あって規則で定めるもの 

別表第２の２０の項を削り、同表２１の項中「国民健康保険法」の次に「（昭和３

３年法律第１９２号）」を加え、同項を同表１７の項とし、同表２２の項中第１０号

を削り、第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加え、同項を同表１８の

項とする。 

（９）外国人生活保護関係情報であって規則で定めるもの 

別表第２中２３の項を１９の項とし、２４の項を削り、２５の項を２０の項とし、

２６の項を２１の項とし、２７の項を２２の項とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 刈谷市ふれあいの里条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月３０日 

刈谷市長  稲  垣     武 

刈谷市条例第３８号 

刈谷市ふれあいの里条例等の一部を改正する条例 

 （刈谷市ふれあいの里条例の一部改正） 

第１条 刈谷市ふれあいの里条例（平成８年条例第３６号）の一部を次のように改

正する。 

  第９条第３号中「知的障害者福祉法」の次に「（昭和３５年法律第３７号）」を

加える。 

第１０条中「同条第１４項」を「同条第１５項」に改める。 

第１４条第１項中「の規定により、法人その他の団体であって刈谷市が指定す

るもの」を「に規定する指定管理者」に改める。 

 （刈谷市つくし作業所条例の一部改正） 

第２条 刈谷市つくし作業所条例（平成１５年条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

第３条中「第５条第１４項」を「第５条第１５項」に改める。 

第４条第３号中「知的障害者福祉法」の次に「（昭和３５年法律第３７号）」を

加える。 

第５条中「の規定により、法人その他の団体であって刈谷市が指定するもの」

を「に規定する指定管理者」に改める。 

 （刈谷市障害者支援センター条例の一部改正） 

第３条 刈谷市障害者支援センター条例（平成２３年条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第２号中「第５条第１３項」を「第５条第１４項」に改め、同条第３号

中「第５条第１４項」を「第５条第１５項」に改め、同条第４号中「第５条第１

８項」を「第５条第１９項」に改め、同条第５号中「第５条第２７項」を「第５

条第２８項」に改める。 

第６条中「の規定により、法人その他の団体であって刈谷市が指定するもの」

を「に規定する指定管理者」に改める。 



附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 



 刈谷駅北地区地域交流施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月３０日 

                   刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第３９号 

   刈谷駅北地区地域交流施設条例の一部を改正する条例 

 刈谷駅北地区地域交流施設条例（令和２年条例第２５号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「刈谷駅北地区地域交流施設（」の次に「附属施設を含む。」を加える。 

第２条第１項中「地域交流施設」を「刈谷駅北地区地域交流施設」に改め、同条

第２項中「地域交流施設の」を「刈谷駅北地区地域交流施設の」に改める。 

第１６条を第１７条とし、第５条から第１５条までを１条ずつ繰り下げる。 

第４条第３号中「地域交流施設」を「刈谷駅北地区地域交流施設」に改め、同条

を第５条とする。 

第３条第１項中「地域交流施設」を「刈谷駅北地区地域交流施設」に改め、同条

を第４条とする。 

第２条の次に次の１条を加える。 

 （附属施設） 

第３条 刈谷駅北地区地域交流施設の附属施設として、刈谷駅地域交流施設を設置

する。 

２ 刈谷駅地域交流施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

（１）名称 刈谷駅地域交流施設 

（２）位置 刈谷市南桜町１丁目１０８番地 

別表中「第７条」を「第８条」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１２月１９日から施行する。ただし、附則第３項の規定

は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における改正後の刈谷駅

北地区地域交流施設条例（以下「改正後の条例」という。）第１５条及び第１６条



の規定の適用については、改正後の条例第１５条及び第１６条第１号中「地域交

流施設」とあるのは、「刈谷駅北地区地域交流施設」とする。 

３ 刈谷駅北地区地域交流施設（附属施設を含む。）の管理を行わせるものの指定に

関し必要な行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 



刈谷市下水道条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年９月３０日 

          刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第４０号 

刈谷市下水道条例の一部を改正する条例 

刈谷市下水道条例（昭和６３年条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第１８条中「表により算定した額」の次に「に１００分の１１０を乗じて得た額」

を加え、同条の表中「７７０円」を「９１０円」に、「１１円」を「１３円」に、「７

７円」を「９１円」に、「１１０円」を「１３０円」に、「１２６円５０銭」を「１

５０円」に、「１４８円５０銭」を「１７６円」に、「１９８円」を「２３５円」に、

「２２０円」を「２６０円」に、「１６８円３０銭」を「１５３円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の刈谷市下水道条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）の属する月以後の分の公共下水道の使用に係る使用料（汚水の排出量によ

り算定する部分の使用料にあっては、同月以後の分として算定した汚水の排出量

により算定する使用料）について適用し、同月前の分の公共下水道の使用に係る

使用料（汚水の排出量により算定する部分の使用料にあっては、同月前の分とし

て算定した汚水の排出量により算定する使用料）については、なお従前の例によ

る。 

３ 施行日前から継続して公共下水道を使用している者から使用料を徴収する場合

（施行日の属する月の前月分及び施行日の属する月分の２月の公共下水道の使用

に係る使用料を徴収する場合に限る。）における使用料（汚水の排出量により算定

する部分に限る。）は、当該使用料の算定に係る期間の汚水の排出量を２で除して

得た値を施行日の属する月の前月分及び施行日の属する月分の汚水の排出量とみ

なして算定する。 

４ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する場合であって、施行日前から継続し

て公共下水道を使用している者が施行日の属する月の前月の中途において公共下



水道の使用を開始し、若しくは再開し、又は施行日の属する月の中途において公

共下水道の使用を廃止し、若しくは休止した者であるときにおける使用料（汚水

の排出量により算定する部分に限る。）は、当該使用料の算定に係る期間の汚水の

排出量を各日均等とみなして算定する。 



 刈谷市体育施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月３０日 

                   刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第４１号 

刈谷市体育施設条例の一部を改正する条例 

 刈谷市体育施設条例（昭和４４年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２項中「規定する指定管理者」の次に「（以下「指定管理者」という。）」

を加える。 

「   「  

 全点灯 30 分までごと
に 

4,260  全点灯 30 分までごと
に 

別表第４中 
４分の３点灯 30 分ま
でごとに 

3,520 
を 

２分の１点灯 30 分ま
でごとに 

 
２分の１点灯 30 分ま
でごとに 

2,660 
 

４分の１点灯 30 分ま
でごとに 

   」   
     

3,500     

2,200 
に改める。 

   

1,450 
    

 」    

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の刈谷市体育施設条例の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る

使用料から適用する。 



 企業職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年９月３０日 

刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第４２号 

   企業職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

企業職員の給与に関する条例（昭和４２年条例第１３号）の一部を次のように改

正する。 

第１５条第２項中「養育するため１日の勤務時間の」の次に「全部又は」を加え、

「の時間に限る。）を勤務しないことを」を「又は１年につき管理者が指定する時間

を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務しないことを」に改める。 

第１７条第３項中「「小学校就学の始期」とあるのは「３歳」と、」を削り、「「当

該」を「、「当該」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 



 

刈谷市水道給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年９月３０日 

          刈谷市長  稲  垣     武   

刈谷市条例第４３号 

刈谷市水道給水条例の一部を改正する条例 

刈谷市水道給水条例（平成９年条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「を新設」を「の新設」に改め、「除く」の次に「。第３９条第１

号において同じ」を加え、「撤去し」を「撤去をし」に改める。 

第６条中「を新設」を「の新設」に、「撤去する」を「撤去をする」に改める。 

第１２条第１項及び第２項中「制限」を「制限し、」に改める。 

第２０条第１項中「又は」を「、又は」に改める。 

第２３条第１項中「とする」を「に１００分の１１０を乗じて得た額とし、その

額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる」に改め、同条第３項を削る。 

第３９条第１号中「を新設」を「の新設」に改め、「（法第１６条の２第３項の国

土交通省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）」を削り、「撤去した」を「撤去

をした」に改める。 

別表第１の基本料金表中「５３９円」を「７３５円」に、「８３６円」を「１，１

４０円」に、「１，８１５円」を「２，４７５円」に、「７，２８２円」を「９，９

３０円」に、「１１，２２０円」を「１５，３００円」に、「２７，１０４円」を「３

６，９６０円」に、「４６，１６７円」を「６２，９５５円」に、「７２，２５９円」

を「９８，５３５円」に、「９９，０８８円」を「１３５，１２０円」に改め、同表

の水量料金表中「６０円５０銭」を「６７円」に、「８８円」を「９８円」に、「１

２６円５０銭」を「１４０円」に、「１７０円５０銭」を「１８９円」に、「１９２

円５０銭」を「２１４円」に、「７７円」を「８５円」に、「３４１円」を「３７９

円」に改める。 

別表第２中「５３９円」を「７３５円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 



 

２ 改正後の刈谷市水道給水条例第２３条、別表第１及び別表第２の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）の属する月以後の分の水道の使用に係

る水道料金（水量料金にあっては、同月以後の分の使用水量とみなして算定する

水量料金）について適用し、同月前の分の水道の使用に係る水道料金（水量料金

にあっては、同月前の分の使用水量とみなして算定する水量料金）については、

なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続して水道を使用している者から水道料金を徴収する場合（施

行日の属する月の前月分及び施行日の属する月分の２月の水道の使用に係る水道

料金を徴収する場合に限る。）であって、当該者が施行日の属する月の前月の中途

において水道の使用を開始し、又は施行日の属する月の中途において水道の使用

を中止した者であるときにおける水量料金は、刈谷市水道給水条例第２４条の規

定にかかわらず、当該水量料金の算定に係る期間の使用水量を各日均等とみなし

て算定する。 


